
☆定例会とは年４回定例的に開かれる会議で、曽於市では、3月・6月・9月・12月に開催します。

第
２
回　
定
例
会

会
期　
令
和
元
年
６
月
４
日
～

６
月
26
日
（
23
日
間
）

議
案
第
37
号

市
過
疎
地
域
自
立
促
進
計
画
の
変
更

地
場
産
業
の
振
興
に｢
ゆ
ず
搾
汁
セ
ン
タ
ー

整
備
事
業｣

を
追
加
、
火
葬
場
に｢

曽
於
市
葬

祭
施
設
改
修
事
業｣

を
追
加
、
集
会
施
設
、
体

育
施
設
等
に｢

公
民
館
施
設
整
備
事
業｣
と｢

庁

舎
等
改
修
事
業｣

を
追
加
す
る
も
の
で
あ
る
。

問　

追
加
分
は
大
き
い
金
額
で
あ
る
が
、
財
政

的
に
は
ど
う
か
。

答　

令
和
２
年
度
ま
で
財
政
計
画
と
の
整
合
性

を
と
っ
て
い
る
。

条
例
改
正

議
案
第
38
号

市
非
常
勤
職
員
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に
関
す

る
条
例
の
一
部
改
正

国
会
議
員
の
選
挙
等
の
執
行
経
費
の
基
準
に

関
す
る
法
律
が
改
正
さ
れ
た
こ
と
に
伴
う
本
条

例
の
一
部
改
正
で
あ
り
、
選
挙
管
理
者
、
投
票

立
会
人
等
の
日
額
報
酬
を
そ
れ
ぞ
れ
１
０
０
円

か
ら
２
０
０
円
引
き
上
げ
る
も
の
で
あ
る
。

問　

１
０
０
円
と
２
０
０
円
の
違
い
は
。

答　

増
額
分
の
率
を
乗
じ
る
際
、
現
行
の
日
額

報
酬
額
の
違
い
が
１
０
０
円
と
２
０
０
円
に
な
っ
た
。

議
案
第
39
号

半
島
振
興
対
策
実
施
地
域
工
業
開
発
条
例
の
一

部
改
正

半
島
振
興
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
産
業
振
興

促
進
計
画
を
策
定
し
、
国
の
認
定
を
受
け
た
こ

と
に
伴
い
、
市
内
に
工
場
等
を
新
設
し
、
増
設

す
る
者
に
対
し
、
固
定
資
産
税
の
不
均
一
課
税

を
行
う
こ
と
に
よ
り
本
市
の
産
業
の
開
発
促
進

を
図
る
た
め
の
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
も
の

で
あ
る
。

問　

ど
の
よ
う
な
も
の
が
対
象
と
な
る
の
か
。

答　

本
制
度
の
対
象
は
、
機
械
、
装
置
、
建
物
、

付
属
設
備
、
構
築
物
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
設
備

に
つ
い
て
、事
業
者
が
取
得
、建
設
、改
修
（
増

改
築
、修
繕
又
は
模
様
替
）
を
行
っ
た
場
合
に
、

本
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

議
案
第
40
号

市
税
条
例
の
一
部
改
正

①
要
件
を
満
た
し
た
単
身
児
童
扶
養
者
に
対
し

て
個
人
住
民
税
を
非
課
税
に
す
る
。

②
本
年
10
月
１
日
か
ら
の
消
費
税
引
き
上
げ
に

伴
い
、
本
年
10
月
１
日
か
ら
令
和
２
年
９
月

30
日
ま
で
に
特
定
の
軽
自
動
車
を
取
得
し
た

場
合
、
そ
の
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
を

非
課
税
に
す
る
。

③
資
本
金
１
億
円
以
上
の
大
法
人
に
対
し
、
電

子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
の
が
困
難
で

あ
る
場
合
は
、
書
面
に
よ
り
納
税
申
告
書
を

提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

問　

単
身
児
童
扶
養
者
の
該
当
世
帯
は
。

答　

平
成
30
年
度
実
績
で
寡
婦
を
除
い
て
所
得

１
３
５
万
円
以
下
が
25
世
帯
で
あ
る
。

議
案
第
41
号

市
有
住
宅
条
例
の
一
部
改
正

昭
和
61
年
に
建
設
さ
れ
た
、
財
部
町
中
谷
団

地
１
戸
の
住
宅
譲
渡
に
伴
う
用
途
廃
止
に
よ
り
、

本
条
例
の
別
表
を
改
め
る
も
の
で
あ
る
。

問　

売
買
に
至
っ
た
経
緯
は
。

答　

現
入
居
者
よ
り
購
入
の
相
談
が
あ
り
土
地

と
建
物
を
あ
わ
せ
て
払
い
下
げ
す
る
こ
と
と
な
っ

た
。

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
可
決
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議
案
第
42
号

令
和
元
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算(

第
１
号) 

　
４
億
８
５
６
４
万
円
追
加

　
　
総
額
２
３
９
億
１
５
６
４
万
円（
補
正
後
予
算
）

総
務
常
任
委
員
会
所
管
分

 【
庁
舎
改
築
】

問　

庁
舎
改
築
等
の
大
型
事
業
の
財
源
は
。

答　

合
併
特
例
債
、
緊
急
防
災
事
業
債
、
過
疎

債
等
の
有
利
な
起
債
を
活
用
し
て
、
一
般
財
源

の
持
出
し
を
極
力
抑
え
て
い
き
た
い
。

【
本
庁
・
支
所
組
織
再
編
】

問　

本
庁
・
支
所
組
織
再
編
に
関
す
る
市
民
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
。

答　

７
月
中
旬
～
８
月
上
旬
ま
で
準
備
期
間
、

９
月
上
旬
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
実
施
期
間
、
そ
の

後
分
析
・
結
果
報
告
を
９
月
中
旬
に
受
け
る
予

定
で
あ
る
。

【
財
部
高
校
跡
地
利
活
用
調
査
】

問　

財
部
高
校
跡
地
利
活
用
調
査
旅
費
の
調
査

内
容
は
。

答　

南
九
州
産
業
動
物
疾
病
制
御
教
育
セ
ン
タ
ー

整
備
に
、
曽
於
市
が
ど
う
関
わ
り
を
持
て
る
か

を
調
査
す
る
も
の
で
あ
る
。

【
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
事
業
】

問　

プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
事
業
の
対
象
者
は
。

答　

対
象
者
は
、
非
課
税
者
１
２
５
０
０
人
と

０
歳
～
３
歳
６
カ
月
ま
で
の
乳
幼
児
８
０
０
人

を
見
込
ん
で
い
る
。

【
宅
地
分
譲
】

問　

宅
地
分
譲
の
状
況
は
。

答　

末
吉
町
柳
迫
地
区
は
５
区
画
を
売
却
。
大

隅
北
地
区
は
０
。
大
隅
南
地
区
は
、
３
区
画
の

問
い
合
わ
せ
が
あ
る
。

意
見　

大
隅
北
地
区
の
分
譲
地
は
、
市
民
の
譲

与
の
土
地
で
も
あ
り
、
移
住
者
増
の
た
め
、
思

い
切
っ
て
価
格
を
下
げ
て
は
ど
う
か
。

文
教
厚
生
常
任
委
員
会
所
管
分

【
保
育
料
無
償
化
】

問　

保
育
料
無
償
化
の
対
象
は
。

答　

３
歳
児
～
小
学
校
就
学
前
の
全
て
の
子
ど

も
、
０
歳
～
２
歳
児
ま
で
の
住
民
税
非
課
税
が

対
象
で
あ
る
。

問　

今
回
何
人
が
対
象
に
な
る
か
。

答　

７
５
０
人
ほ
ど
に
な
る
。
０
歳
～
２
歳
児

ま
で
は
１
０
０
人
ほ
ど
に
な
る
。

問　

入
園
者
が
増
え
た
場
合
受
入
れ
は
可
能
か
。

答　

受
け
入
れ
は
可
能
で
あ
る
。
現
在
入
園
し

て
い
な
い
乳
幼
児
は
１
９
０
人
ほ
ど
で
あ
る
。

【
財
部
中
央
公
民
館
】

問　

公
民
館
管
理
費
３
８
５
万
円
は
。

答　

財
部
中
央
公
民
館
の
耐
震
診
断
業
務
委
託

料
で
あ
る
。
同
公
民
館
は
、
昭
和
49
年
建
設
、
築

45
年
経
過
し
て
お
り
、
本
年
度
に
耐
震
化
の
調
査

を
行
い
、
来
年
度
、
改
修
の
実
施
設
計
等
進
め
る
。

建
設
経
済
常
任
委
員
会
所
管
分

【
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
事
業
】

問　

本
事
業
の
増
額
は
何
か
。

答　

平
成
31
年
度
の
国
の
補
正
予
算
に
伴
う
も

の
で
、
大
隅
管
内
の
「
河
原
・
飛
佐
線
」・「
笠

木
・
か
ん
じ
ん
松
線
」
を
整
備
す
る
も
の
で
あ

る
。「
笠
木
・
か
ん
じ
ん
松
線
」
に
つ
い
て
は
、

標
準
工
期
か
ら
長
期
間
を
要
し
、
次
年
度
ま
で

の
繰
越
と
な
る
。
令
和
２
年
５
月
に
は
通
行
可

能
な
状
態
に
な
る
。

意
見　

長
期
間
の
通
行
止
め
に
な
る
の
で
、
地

域
住
民
へ
の
十
分
な
説
明
が
必
要
で
あ
る
。

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
可
決
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☆議員が議案について賛成 ･反対の意思表示をすることを「表決」といいます。

【
多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
】

問　

活
動
組
織
が
い
く
つ
あ
る
の
か
。

答　

現
在
、
38
の
組
織
が
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

【
橋
梁
長
寿
命
化
修
繕
事
業
】

問　

橋
梁
点
検
調
査
業
務
委
託
料
で
早
期
措
置

段
階
に
あ
る
橋
梁
の
数
は
。

答　

本
年
度
末
で
９
橋
と
な
る
。

【
農
業
・
農
村
活
性
化
推
進
施
設
等
整
備
事
業
】

問　

生
産
組
合
の
概
要
は

答　

財
部
町
の
高
之
峯
生
産
組
合
が
乗
用
型
茶

園
防
除
機
１
台
、
松
山
茶
生
産
組
合
が
乗
用
型

茶
園
管
理
機
１
台
と
作
業
用
ア
タ
ッ
チ
メ
ン
ト

２
台
を
導
入
す
る
も
の
で
あ
る
。

【
市
有
林
管
理
費
】

問　

高
圧
線
下
支
障
木
伐
採
業
務
委
託
及
び
悠

久
の
森
森
林
整
備
等
業
務
委
託
は
、
曽
於
市
森

林
組
合
１
社
の
み
で
あ
る
の
か
。

答　

森
林
作
業
の
豊
富
な
経
験
及
び
技
術
力
を

有
す
る
曽
於
市
森
林
組
合
と
の
随
意
契
約
と
な

る
。

【
道
の
駅
及
び
き
ら
ら
館
管
理
費
】

問　

補
修
工
事
を
行
う
こ
と
に
な
っ
た
経
緯
と

概
要
は
。

答　

屋
外
デ
ッ
キ
の
老
朽
化
に
よ
る
撤
去
と
土

間
コ
ン
ク
リ
ー
ト
に
よ
る
補
修
工
事
が
行
わ
れ

る
。

意
見　

全
体
的
に
補
修
・
修
繕
の
箇
所
を
把
握

し
て
年
次
的
に
計
画
す
べ
き
で
あ
る
。

議
案
第
45
号

令
和
元
年
度
介
護
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算（
第
１
号
）

問　

昨
年
度
と
比
べ
て
ど
う
か
。

答　

歳
入
で
は
、
令
和
元
年
度
へ
の
繰
越
金
１

億
２
６
２
７
万
円
が
主
な
も
の
で
あ
り
、
繰
越

金
総
額
は
２
億
３
９
４
１
万
円
で
昨
年
度
と
ほ

ぼ
同
額
で
あ
る
。

　

歳
出
で
は
、
国
等
へ
の
償
還
９
９
３
２
万
円

が
主
な
も
の
で
あ
り
、
昨
年
は
１
億
６
９
９
万

円
で
、
ほ
ぼ
同
額
で
あ
る
。

問　

積
立
基
金
の
現
状
、
本
年
度
の
給
付
費
の

伸
び
は
。

答　

基
金
残
高
は
平
成
30
年
度
末
で
１
億
６
３

２
０
万
円
、
本
年
度
の
実
際
の
伸
び
は
ま
だ
把

握
で
き
て
い
な
い
。

陳　
情

陳
情
第
8
号

「
手
話
言
語
条
例
」の
制
定

提
出
者

手
話
グ
ル
ー
プ｢

き
ら
ら｣　

代
表　
中
川　
愛
子　
氏

　

手
話
に
対
す
る
理
解
の
促
進
及
び
手
話
の
普

及
を
進
め
、
手
話
通
訳
者
の
確
保
及
び
養
成
等

の
支
援
を
行
う
な
ど
、
諸
施
策
の
推
進
を
行
う

た
め
に
も
市
議
会
の
立
場
か
ら
理
解
と
後
押
し

を
求
め
る
も
の
で
あ
る
。

意
見　

聴
覚
障
害
者
の
実
態
を
把
握
し
、
効
力

の
あ
る
手
話
言
語
条
例
を
制
定
し
、
悩
み
や
要

望
に
応
じ
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

陳
情
第
10
号

　
教
職
員
定
数
改
善
と
義
務
教
育
費
国
庫
負
担

制
度
２
分
の
１
復
元
、
複
式
学
級
解
消
を
は
か

る
た
め
の
、
２
０
２
０
年
度
政
府
予
算
に
係
る

意
見
書
採
択
の
要
請

　

国
に
よ
る
計
画
的
な
教
職
員
定
数
改
善
を
推

進
す
る
こ
と
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
割
合
を

現
在
の
３
分
の
１
か
ら
２
分
の
１
に
復
元
す
る

こ
と
、
教
育
の
機
会
均
等
を
保
障
す
る
た
め
学

校
統
廃
合
に
よ
ら
な
い
複
式
学
級
の
解
消
に
向

け
て
適
切
な
措
置
を
と
る
こ
と
が
主
な
内
容
で

あ
る
。

全
会
一
致　
可
決

全
会
一
致　
採
択

全
会
一
致　
採
択
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議決結果一覧
原田議員は議長のため、表決には参加しない。
賛成「○」。賛成者のみを諮る表決方法であるため，賛成者以外

（反対者・態度保留者・棄権者等）は「●」としている。欠席「欠」。

議　案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議員名
結　
果

重
久　

昌
樹

松
ノ
下
い
ず
み

鈴
木　

栄
一

岩
水　
　

豊

渕
合　

昌
昭

上
村　

龍
生

宮
迫　
　

勝

今
鶴　

治
信

九
日　

克
典

伊
地
知
厚
仁

土
屋　

健
一

山
田　

義
盛

大
川
内
冨
男

渡
辺　

利
治

海
野　

隆
平

久
長
登
良
男

谷
口　

義
則

迫　
　

杉
雄

徳
峰　

一
成

承認 第 1 号 専決処分の承認 承認 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議　
　
　

案

第37号 曽於市過疎地域自立促進計画の変更 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第38号 曽於市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条
例の一部改正 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第39号 曽於市半島振興対策実施地域工業開発促進条例の
一部改正 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第40号 曽於市税条例等の一部改正 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第41号 曽於市有住宅条例の一部改正 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第42号 令和元年度曽於市一般会計補正予算（第 1 号） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第43号 令和元年度曽於市国民健康保険特別会計補正予算
（第 1 号） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第44号 令和元年度曽於市後期高齢者医療特別会計補正予
算（第 1 号） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第45号 令和元年度曽於市介護保険特別会計補正予算（第
1 号） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第46号 令和元年度曽於市公共下水道事業特別会計補正予
算（第 1 号） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第47号 令和元年度曽於市生活排水処理事業特別会計補正
予算（第 1 号） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第48号 令和元年度曽於市笠木簡易水道事業特別会計補正
予算（第 1 号） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第49号 令和元年度曽於市水道事業会計補正予算（第 1 号）可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

陳　

情

第 8 号「手話言語条例」の制定 採択 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第10号
教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度 2 分の
1 復元，複式学級解消をはかるための，2020 年度
政府予算に係る意見書採択の要請

採択 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

発
議 第 2 号

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度 2 分の
1 復元，複式学級解消をはかるための，2020年度
政府予算に係る意見書案

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

発　
議

発
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第
２
号
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１
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、
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式
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級
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消
を
は
か

る
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め
の
、
２
０
２
０
年
度
政
府
予
算
に
係
る

意
見
書
案

（
発
議
者
）
鈴
木　
栄
一　
他
5
名

（
提
案
理
由
）

　

子
ど
も
た
ち
の
ゆ
た
か
な
学
び
を
保
障
す
る

た
め
の
条
例
整
備
は
不
可
欠
で
あ
り
、
子
ど
も

た
ち
が
全
国
ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
教
育
の
機

会
均
等
が
担
保
さ
れ
、
一
定
水
準
の
教
育
を
受

け
ら
れ
る
よ
う
施
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
こ

と
か
ら
、
関
係
機
関
に
意
見
書
を
提
出
す
る
も

の
で
あ
る
。

提
　
出

衆
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院
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・

内
閣
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臣
・
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臣
・

総
務
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臣
・
文
部
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学
大
臣
　

全
会
一
致　
可
決
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